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１、管理会社の分類−1/2

◯デベロッパー系管理会社
・主に新築マンションを分譲するデベロッパーの子会社。
・親会社が分譲したマンションの管理を受託することが多い。
・ブランド力はあるが、リプレイス営業は行わないことが多い。
・管理委託費が高いことが多い。

◯独立系管理会社
・マンション管理を専門とする中小企業が多い。
・積極的にリプレイス営業を行なっている。
・管理委託費がデベロッパー系に比べ安いことが多い。
・工事費用で収益をあげることを目的にする傾向にある。
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１、管理会社の分類−2/2

◯ビルメンテナンス系管理会社
・主にオフィスビルや商業施設などの管理が中心。
・「清掃業務」「設備保守業務」など管理業務の知識・経験が豊富。
・「管理組合運営」「理事会支援業務」などサポート力が不足。

☆どのタイプの管理会社を採用するか、マンションの状況（役員のなりての有無、建物
の築年数・劣化状況、財政）により検討することが必要。次の項目で管理方式（自主管
理・一部管理・全部委託）と外部管理者方式について説明します。
また、令和７年３月に閣議決定された「マンション管理・再生の円滑化等のための改正

法案」についてもふれてみたいと思います。
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２、管理方式について-1/2

◯管理組合による自主管理
・管理会社へ委託しないため割安。
・管理組合員が業務を実施するので管理について意識が向上する。
・住民間のトラブル解決に関わる心理的負担・管理業務実施の労力と時間の負担が増える。
・管理員・清掃員等雇用の際の労務対策が必要。

◯管理会社への一部委託（部分委託）
・管理業務の一部を管理会社に委託、他の業務は管理組合で実施又は専門業者へ直接発注す

る。
・自主管理より組合員の労力と時間の負担は減るが同時に費用負担は増える。
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２、管理方式について-2/2

◯管理会社への全部委託
・管理業務すべてを管理会社へ委託。管理会社のサポートを受けられるので組合員の負担軽減。
・緊急対応をはじめ、設備の故障・事故等の対応が早くなる。
・自主管理と比べ費用がかかる。組合員の管理に対する意識が他人任せになる。

☆新築分譲マンションはデベロッパー系管理会社で「全部委託方式」を予定することがほとんどです。
管理組合で「一部委託（部分委託）」「自主管理」を検討することが必要。前述３方式はそれ

ぞれ長所短所があり、その管理組合に最も合う管理方式を選択することが重要。いずれの方式を
採用するにしても自分たちの財産を自分たちで守る意識的を持つ事が大切。

「区分所有者の責務」の認識が重要
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３、外部管理者方式について
◯国土交通省がマンション標準管理規約コメント（全般関係③）で「外
部
専門家が直接管理組合の運営に携わることも想定する必要がある」
と規定した。

◯次ページ以降で国土交通省作成「マンションにおける外部管理者方式
に
関するガイドラインの策定について」の内、
３．個別の取組について
①マンションにおける外部管理者方式に関するガイドラインの見直し
を確認する。
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４、令和７年３月閣議決定マンション関連法案ー１／５

令和７年３月４日
住宅局参事官（マンション・賃貸住宅担当）付
不動産・建設経済局参事官（不動産管理業）付

マ ン シ ョ ン の 管 理 ・ 再 生 の 円 滑 化 等 の た め の 改 正 法 案 を 閣 議 決 定
〜 新 築 か ら 再 生 ま で の ラ イ フ サ イ ク ル 全 体 を 見 通 し た 取 組 〜

マンションの管理及び再生の円滑化等のための措置を講ずる「老朽化マンション等の管理及び
再生
の円滑化等を図るための建物の区分所有等に関する法律等の一部を改正する法律案」が、本日、
閣議決定されました。
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４、令和７年３月閣議決定マンション関連法案ー２／５

１、背景

• マンションは、その総数が700万戸を超え、我が国における重要な居住
形態の一つとなっている一方で、建物と区分所有者の「二つの老い」が
進行し、外壁の剝落等の危険や集会決議の困難化などの課題が顕在化し
てきています。

• このため、マンションの新築から再生までのライフサイクル全体を見通
して、その管理及び再生の円滑化等を図ることが必要です。
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４、令和７年３月閣議決定マンション関連法案ー３／５

２・法律案の概要
（１）マンションの管理の円滑化等

• ①新築時から適切な管理や修繕が行われるよう、分譲事業者が管理計画
を作成し、管理組合に引き継ぐ仕組みを導入。

• ②マンション管理業者が管理組合の管理者を兼ね工事等受発注者となる
場合、利益相反の懸念があるため、自己取引等についての区分所有者へ
の事前説明を義務化。

• ③修繕等の決議は、集会出席者の多数決によることを可能に。
• ④管理不全の専有部分等を裁判所が選任する管理人に管理させる制度を
創設。
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４、令和７年３月閣議決定マンション関連法案ー４／５

２・法律案の概要
（２）マンションの再生の円滑化等

• ①建物・敷地の一括売却、一棟リノベーション、建物の取壊し等を、建
替えと同様に、多数決決議によることを可能とするとともに、これらの
決議に対応した事業手続等を整備。

• ②隣接地や底地の所有権等について、建替え等の後のマンションの区分
所有権に変換することを可能に。

• ③耐震性不足等で建替え等をする場合における特定行政庁の許可による
高さ制限の特例を創設。
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４、令和７年３月閣議決定マンション関連法案ー５／５

２・法律案の概要

• （３）地方公共団体の取組の充実

• ①外壁剝落等の危険な状態にあるマンションに対する報告徴収、助言指
導・勧告、あっせん等を措置。

• ②区分所有者の意向把握、合意形成の支援等の取組を行う民間団体の登
録制度を創設。
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５、社会状況に応じた管理会社の戦略-１／３

事業環境による変化
• 管理会社は事業環境により変化してきた。状況ごとにまとめてみる。

◯ １９８０年〜１９９０年頃：バブル景気によるマンション大量供給
・管理委託費値上げが容易だった
・リゾート、高層、ワンルームなど多様なマンション形態広がる

◯ １９９０年頃〜２００８年：バブル崩壊後
・大規模修繕工事により売上・利益確保
・２００１年マンション管理適正化法が施行
→リプレイスによる管理会社の淘汰が始まる
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５、社会状況に応じた管理会社の戦略-２／３

事業環境による変化
• 管理会社は事業環境により変化してきた。時代にごとにまとめてみる。

◯ ２００８〜２０１５年頃：リーマンショック後リプレイス激化
・リプレイスによる管理戸数増
・「商品開発」「独自サービス」によるリプレイス防止

◯ ２０１５年頃〜現在：管理会社からの値上げ・解約が進む
・利益確保できない物件の解約（人件費アップ、管理員等の採用難、
管理マンションの高齢化などが要因）

・管理会社の合併すすむ
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５、社会状況に応じた管理会社の戦略-３／３

事業環境による変化
• 管理会社は事業環境により変化してきた。状況ごとにまとめてみる。

◯ 現在〜：新しい管理方式模索、２０２６年マンション関連法改正へ
・２つの老い
・所有者不在住戸
・マンション関連法改正
・外部管理者ガイドライン
・管理会社による値上げ・解約
・管理会社の合併がさらにすすむ（スケールメリットが必要）
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６、まとめ
•「管理会社の分類」「管理方式」中心に管理会社についてお話しして
きました。管理会社ごとに背景・事情がありますが、管理会社も１つ
の企業です。「理念」「社会貢献」をもちろん重視しますが、「利
益」を追求する集団であることも間違いありません。また、このこと
は当然のことであり許容する必要があります。

•大切なのは区分所有者一人一人が「区分所有者の責務」を理解し、
パートナーとして管理会社と付き合うことと私は考えます。

ご静聴ありがとうございました。
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